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１ 目的

２ 空き家等をとりまく現状・課題

３ 取組に関する基本的な考え方

空き家等対策に関する取組方針（案）の概要

① 道内における空き家は、年々増加
傾向にあり、平成 年の国の調
査によると、空き家の戸数は
約 千戸、住宅総数に占める
割合は ％と推計

② 道内 市町村で空き家等対策に
係る条例を制定

③ 平成 年 月「空家等対策の推
進に関する特別措置法」が施行

「空家等対策の推進に関する特別措置法」
（平成 年 月 日公布 平成 年 月 日全面施行）
【目的】適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に深刻な

影響を及ぼしていることに鑑み、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進する。
【都道府県による援助】市町村に対する情報の提供及び技術的な助言、市町村相互間の連絡

調整その他必要な援助に努める（第 条）。

（１）現状

① 老朽化した空き家が適切に管理されないこ
とにより、防災、防犯、景観などの地域住
民の生活に深刻な影響を及ぼしている。

② 地方では、宅地建物取引業者などの事業者
が少なく、空き家等の流通が進みにくい。

③ 技術職員が不足している市町村では、対応
に苦慮している。

（１）広域自治体としての施策の推進 道外からの移住・定住の促進や全道規模での対
応といった広域的な取組の推進

（２）市町村の主体的な取組を支援 技術職員が不足している市町村への支援
（３）協働による効果的な取組の推進 市町村、関係団体及び道民と連携した空き家等

対策の推進

住宅ストックの循環利用や生活環境の保全に向けて、空き家等の有効な活用などに取
り組むとともに、市町村の空き家等対策を積極的に支援することを目的とする。

（２）課題

老朽化した
空き家

図 道内における空き家の推移
（住宅・土地統計調査：総務省） 

21,000
41,800

59,650 92,300
118,100

166,500
220,300

230,400
273,400

303,800
374,400

388,200

2.3%

3.9%
4.6%

6.1%
6.8%

8.7%

10.5% 10.2%
11.2%

11.8%

13.7% 14.1%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

S33 S38 S43 S48 S53 S58 S63 H 5 H10 H15 H20 H25

(戸）

空き家戸数 空き家率

資料１（北海道資料）



- 2 - 

４ 取組方針 

 

 

 

 

 

 

 

５ 取組事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 推進体制 

 

 

 

（１）空き家等の活用の推進 空き家等の活用に向けて、全道規模での情報発信や相談

対応などの取組を推進 

（２）市町村への支援 市町村が行う空き家等対策の円滑な推進に向けて、的確

な人的支援や技術的助言、きめ細かな情報提供などによ

り積極的に市町村を支援 

（３）道民への周知・啓発 空き家の適正管理を促すため、空き家等の活用方法や放

置空き家による影響などを道民へ周知・啓発 

（１）空き家等の活用の推進 

①「空き家情報バンク」

の開設 

・ 道内全域を対象とする「空き家情報バンク」の開設 

・ 市町村や関係団体との連携による運用と普及・啓発 

・ 「しごと」、「暮らし」など移住関連情報との連携 

② 関係団体などと連携

した相談体制の整備 

・ 市町村に対する相談体制の整備 

・ 所有者からの相談に対するワンストップ窓口の整備 

 

（２）市町村への支援 

① 道による支援 ・ 技術職員が不足している市町村に対する技術的な助言 

② 関係団体などとの連

携による支援 

・ 関係団体などと連携した専門的な知識を有する人材の紹

介・派遣 

③ 情報の収集・提供及

び調査研究による支

援 

・ 道内外の先進的な取組などの情報収集及び提供 

・ 法の運用状況や国の事業の動向などの情報収集及び提供 

・ 積雪寒冷といった北海道の地域特性を反映した特定空家

等の判断基準の検討（北方建築総合研究所と連携） 

・ その他、施策の推進に必要な調査研究及び情報提供（北

方建築総合研究所と連携） 

 

（３）道民への周知・啓発 

① 道による周知・啓発 ・ ホームページや広報誌などの利用や、道民向けリーフレ

ットの作成などによる空き家等の活用方法や放置空き家

による地域住民の生活への影響などの周知・啓発 

② 市町村や関係団体な

どと連携した周知・

啓発 

・ 市町村や関係団体などと連携し、それぞれが所有する媒

体を活用した周知・啓発 

 

（１）市町村との連携 市町村との連絡会議の設置 

（２）関係団体などとの連携 関係団体などとの推進組織の設置 

（３）庁内連携 空き家対策連絡会議の効果的な運用 


